予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費　　　
	事業名: 清流の国ぎふ環境学習推進事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　環境生活部環境生活政策課政策企画係　電話番号：058-272-1111（内2385）

　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 1,699千円（前年度予算額：1,785千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）環境教育推進人材派遣　
　　・環境保全にかかる学習や活動を実践している有識者等を環境教育推進人材として
　　登録し、希望する学校等へ派遣する。
　　・環境教育推進人材は、環境教育に携わる先生に対して環境保全を体系的に学ぶた
　　　めの計画づくりや学習内容に対する助言を行うほか、学校や企業等で行われる環
境に関する講座の講師を務める。
　　　（平成24年度まで実施していた森・川・海の環境学習コーディネーター派遣事業
と環境基本計画普及推進事業を統合）
　
＜環境教育推進人材の役割＞
　　　①学習全般に係るコーディネート

　　　　ア　学習計画（全体）の作成に関する助言

　　　　イ　学習内容に関する助言

　　　　　・テーマ、活動場所の選定、手法

　　　　　・外部講師等人材に関する情報提供、斡旋

　　　②講座の実施

　　＜派遣先＞

　　　①環境学習全般へのアドバイスを希望する県内の小中学校（特別支援学校含む）

　　　②環境教育事業を希望する県内の小中学校や企業、団体等

　　＜派遣時期＞　通年　　※希望に応じて調整

　　＜派遣回数＞　①１５回程度　②３０回程度

（２）環境教育等推進人材養成
　　・環境教育を推進する人材として、重要な役割が期待される地域の活動実践リーダ　　

　　　ー等を対象に、基本的知識の習得等についての研修を行い、環境教育の講師とし
ての能力を養成するとともに、参加者相互の交流によりネットワークを構築する。

　
＜研修会の開催（予定）＞

　　　①ESDに関する基調講演（専門家による講義）

　　　②環境教育に関する講義（生物多様性、地球温暖化等）（専門家による講義）

　　　③参加者による環境教育プログラムの作成（グループワーク）

　　　　対象・・・県内で環境保全等に関わっている個人やNPO法人等　４０名

　　　　開催日数・・・・・・・・・・７月～８月末までの３日間　

	２　所要経費（単位：千円）


　　報償費 865　 旅費 404 　消耗品費 160　印刷製本費 95 　　

　　役務費  94 　使用料及び賃借料 81
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,785
	0
	0
	0
	1,484
	0
	0
	0
	301

	要求額
	1,699
	0
	0
	0
	1,600
	0
	0
	0
	99

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　学校や地域における環境教育・学習を支援する人材を増やすことで、次代を担う子どもから現役世代まで、段階に応じた環境教育の機会を確保することができ、個々が地域の環境についての学びを通じて、環境に対する意識を高め、実践活動につなげ、「清流の国ぎふづくり」の担い手となることを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森・川・海の環境学習コーディネーター・環境教育副読本講師派遣回数
(1年次)
	0
　（H20）
	17
（H22）
	17
（H23）
	26
（H24）
	40
（H25）
	65.0％
　

	環境教育推進人材登録数
(累計)
	　　　0（H24）
	（H　）
	（H　）
	0
（H24）
	20
（H25）
	0％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）森・川・海の環境学習コーディネーター派遣事業
　　　・小・中学校及び特別支援学校への派遣：20回／年（10月末現在見込み）
（２）環境基本計画副読本推進事業

　　　・小学校への派遣：６回／年（10月末現在見込み）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　森・川・海の視点を通じた体系的な環境教育の計画作成や学習内容への専門家の助言により、学校における環境教育の質的向上を支援し、子ども達が環境保全に関する意識を醸成する機会を提供することができた。
　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	　学校教育の現場では、地域において「専門的知識の不足を補う人材」や「環境教育全般を俯瞰的な視点で指導・助言できる人材」が不足しており、今後も引き続き専門家派遣による支援が求められており、事業継続の必要性が高い。
　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○

	　事業開始以降の派遣回数は増加傾向にあり、事業に対する学校現場の関心は高まっていると考えられる。
　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　△

	　平成25年より既存の2事業（森・川・海の環境学習コーディネーター事業と環境基本計画副読本推進事業）を統合し、学校現場のニーズにより的確に対応できる実施形態とするほか、対象を地域の会合・企業等へも拡大する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　現在、専門家として派遣できる人材が限られており、新たな担い手の発掘及び育成が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　環境教育・学習の推進に向けて、引き続き支援を継続し、次世代の子どもたちを中心に環境対する意識を根付かせるとともに、学校現場等が地域の人材との連携を図ることで、持続的に環境教育・学習を行うことができるように、地域における専門家を育成するための研修事業を実施していく。　


